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研究成果の概要（和文）：本研究は、プロ・スポーツというあまり法的次元でとらえられていない文
化事象を、法的なレベルでとらえ直し、その規律のあり方を明らかにしようとした点で、スポーツ科
学の分野に見られるような基本的には国民の健康増進、余暇活動としての側面からの研究やまた、営
利活動としてのプロ・スポーツについての経営学的研究との異なり、ＥＵ法におけるスポーツ法とい
う法学領域の研究分野の検討として、今後のスポーツ組織のあり方についての法的なレベルでの理論
的根拠の提供を可能にすることが明らかになった。また、本研究は、研究対象をＥＵ法に特定するこ
とで、ＥＵにおける経済統合や金融危機問題による影響の下にあるプロ・スポーツ・クラブのあり方
についての法的問題を含めることにより、経済や資本のグローバル化の流れの中での具体的な文化事
象の法的規律を問題として取り上げ、その点で、特に会社組織や資金調達手段としての証券取引につ
いての法的規律の検討をも含めて考えることの重要性が確認できた。さらに、ＥＵ法の下での公的機
関の活動ではなく、ＥＵ法の規律を受ける国際的な私的団体のあり方、国際的法秩序に統括されなが
らも一定の独自性を発揮しうる国内法秩序の下での私的団体のあり方を重層的に、しかも公法的な視
点だけでなく、私法的な視点をも取り入れて複眼的に考察したことから、公法・私法の二元論を超越
するＥＵ法の下での具体的な事象の考察と、比較研究としての意義を見出すことができた。 
 
研究成果の概要（英文）：This research clarified the theoretical bases of the Professional Sports 
as the legal phenomena through the analysis of the European Law and the possibilities of taking 
the Sports as the legal topics. The understandings of Professional Sports as the legal phenomena 
and legal topics is quite difference from those by the analysis of cultural and economical 
methods.This research confirmed the importance and significance of taking the Pro-Sports as 
the legal problems under the globalization of transaction of capitals. Because of the unique 
systems of legal regulations, the Clubs of the Pro-Sports in the European Countries are 
established as economical organizations on the one hand and as cultural and public ones on 
the others. Moreover, Sports are generally regarded as the recreations and its professional 
activities as the amusements for their fans, not as the occupations for the players. 
Simultaneously, the matters concerning the treatment of the professional players by the Sport 
Clubs and the Associations are thought of not as the legal ones, especially not as those about 
the labor contracts, in Japan. It is very important to compare the Japanese system with the 
European one. 
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ぎなかったプロ・スポーツを法的事象として
取り上げる研究のために、ヨーロッパでは、
既に１９８０年代より文化事象としてサッ
カーをはじめとするプロ・スポーツの法的規
律が研究分野として確立されており、その蓄
積も豊富であることから、まず、そこで展開
されている法的理論の内容の調査検討を行
うことにした。 
 
２．研究の目的 

本研究は、国際的レベルでの組織化が進展
し、人的・資本的交流についての国境を越え
た法体系を持つＥＵを対象に、ヨーロッパ・
レベルでのプロ・スポーツ、特にサッカー協
会の仕組みを研究素材として取り上げ、公共
財としてのスポーツのあり方という公法的
な視点からの検討と共に、利益追求のための
営利的団体としてのプロ・スポーツ組織の法
的形態についての私法的な視点からの検討
という複眼的な考察を行うことを目的とし
た。 

 
３．研究の方法 

本研究では、スポーツという事象の持つ文
化的・経済的・社会的なレベルでの多面性、
スポーツを行うための仕組み・団体を組織化
する際の国家法や EU 法の規律の複雑さを認
識した上で、私法分野の研究分担者にも協力
を求め、公法的側面だけでなく経済活動とい
う私法的な側面をも付加した形での共同研
究を行うという方法を採用した。そして、具
体的には、国内的な問題だけでなく、国際的
な規模で活動するプロ・スポーツの仕組みに
ついて、まず、日本のサッカー協会がモデル
としてその内容を参照したヨーロッパ、とり
わけドイツのプロ・サッカー組織の具体的な
内容把握を行うと同時に、それを地域的連合
体として統括するヨーロッパ・サッカー協会
の仕組みについての法的基盤とＥＵ法の関
係を公法・私法の両面から考察するという方
法を用いた。 
 
４．研究成果 
（１）本研究の検討内容 
 本研究は、ＥＵ法において文化事象として
のスポーツに対するいかなる法的規律が存
在するのか、それが組織化の段階でどのよう
な法的制約や内容形成の機能を果たすこと
になるのか、ＥＵ法の規律の下で、経済的な
営利活動としてのプロ・スポーツがどのよう
にコントロールされるのか、さらに、ＥＵ法
による統一的コントロールを必要とされな
がら、ヨーロッパ各国ではスポーツ団体やそ
の構成員たるクラブをどのような法的基準
でコントロールし、どのような法的根拠を提
供しているのかを明らかにしようとし、プ
ロ・スポーツの巨大な組織とその構成メンバ

ーとなるクラブという株式会社をどのよう
にＥＵでは統制しているのか、ＥＵ法の影響
の下に置かれる構成国の法秩序において、一
般的な国家法によりそれをどのように規律
するのか、という点を検討対象として取り上
げた。 
 
（２）成果の具体的内容 
以上の検討対象についての研究は、日本国

内のプロ・スポーツに関する法的問題との比
較において、一つの興味あるモデルを提供し
てくれることが分かった。そこでの具体的な
示唆は以下のとおりである。 
サッカーのような団体によるプロ・スポー

ツといえども個人的な側面だけでなく、クラ
ブやその上部組織という団体形成のための
制度的側面において、公法的な基本的自由・
基本権という視点から問題が提起されうる
だけでなく、プロ・スポーツ活動を私法的に
支える基盤である営利組織・団体の内部的統
治や資金調達のあり方に関して、会社法や競
争法の問題が提起されうることがＥＵ法の
研究を通して明らかになった。それらを参考
に、日本国内の問題に対処する際の指針を得
られるように努めることで、日本国内のプ
ロ・スポーツをめぐる個人・団体の一般的な
国家法的レベルでの規律の可否、会社法上の
仕組みの利用の可否、金融商品取引法に関連
して生ずるであろう問題の有無を明らかに
することを通じて、公法的次元だけでなく、
私法的次元の検討の重要性も確認すること
ができた。 
 以上の確認から、結局、欧州統合、特に「欧
州市民」形成において重要な役割を果たして
いるスポーツの分野にみられる公共性と経
済性の融合状態を、EU 法、とりわけスポーツ
そのものを条文において取り入れたリスボ
ン条約の下で、1 つの重要な法的事象として
把握できることが明らかになり、構成国およ
び欧州レベルでのスポーツ団体の法形態を
比較検討することで「多様性における統一
(Unity in diversity)」の一例として考察す
ることができる分野であることが明らかに
なった。 
なお、以上の EU 法をめぐる検討は、これ

まで十分に取り組まれていないプロ・スポー
ツの法的規律を取り扱う際の一つの指針と
して、その核となる公共性と経済性の融合分
野の一般化によるモデル構築に努めること
ができる点を確認することができるととも
に、今後は、そのモデル構築へと向かいため
の一般的法原則や EU 法に含まれる特殊性の
内容を検討することが必要になる点を指摘
することができる。 
 
（３）成果公表の内容 
 以上の具体的な成果について、本研究では



以下のように論文や Workshop で公表した。    
まず、ＥＵ法の下でのプロ・スポーツ組織

のガバナンスの重要な領域としての選手に
対するコントロール手法としての法的課題
を、日本法における 2つの代表的なプロ・ス
ポーツ活動としての野球とサッカーとの比
較の中で検討する論文①および学会発表①
において展開し、日本国内法の現状を憲法と
いう公法領域での回顧を通じて確認した（論
文③および⑥）。また、ＥＵにおける超国家
的共同体との比較の中で、国家という構成員
の存在自体を基礎づける憲法の規範性を、そ
の改正の可否という観点から検討し、国家の
最高法規としての憲法の保障のための制度
と変動のための制度という両面性の中で、近
代主権国家の存在意義を検討することで、そ
の構成主体の意義を現に存在する政治共同
体の中で検討する作業を行った（論文④）。 
 以上のような総論的な内容と共に、スポー
ツを実際に運営するクラブの存在形態とし
ての株式会社の資金調達方法と経営危機に
おける会社内部の体制の整備をめぐる法的
問題について（論文⑤）、さらに、国家がス
ポーツ組織を助成するための資金獲得方法
となるスポーツ･クジという手法での賭博の
国家独占に対するＥＵ競争法からかみた問
題を、ＥＵ基本権の問題として営業の自由・
企業活動の自由に関する事案として取り扱
う欧州司法裁判所とそれをうけたドイツ連
邦憲法裁判所の判決を素材に、資金獲得方法
の法的問題（論文②）を、まさにマネジメン
ト･ガバナンスの観点から検討した。 
 さらに、以上の検討をまとめる形で、ヨー
ロッパにおける加盟国の各プロ・リーグの法
的存在形態とともに、各リーグの構成員とし
てのクラブの法的存在形態、それらを統括す
るＵＥＦＡというヨーロッパにおける上部
組織の関係を検討し、リーグそのものが株式
会社となるイギリスやイタリア、ドイツの制
度と、組合として運営されるスペインの制度、
公益法人として運営されるフランスの制度
という各リーグの多様性とともにそれらを
統括する財団法人としての上部組織の存在
が、公共性と経済性の融合をもたらすもので
あると共に、まさに、リスボン条約の基本姿
勢としての「多様性における統一」を実践す
るモデルとなっていることを確認する報告
を行った（学会報告②）。 
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